
 

○亘理町集会施設整備事業補助金交付要綱 

令和５年３月３１日 

告示第２６号 

亘理町集会所建設費補助金交付要綱（昭和６２年亘理町告示第５８号）の全部を改

正する。 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地域住民のコミュニティの向上と福祉の増進に資するため、自

治会等が行う集会施設整備事業に要する経費について、予算の範囲内において当該

自治会等に対し補助金を交付するものとし、その交付等に関しては、亘理町補助金

等交付規則（昭和６２年亘理町規則第５号。以下「規則」という。）に定めるもの

のほか、この要綱の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

(１) 自治会等 町内会、区会、区等の地縁による団体（２以上の地縁による団体

で設立する集会施設の管理組合等も含む。） 

(２) 新築 集会施設を新たに建設することをいう。 

(３) 増築 既存の集会施設の床面積を増加させるものをいう。 

(４) 減築 既存の集会施設の床面積を減少させるものをいう。 

(５) 改築 既存の集会施設の床面積を変えず、その全部又は一部を建て替えるも

のをいう。 

(６) 修繕 既存の集会施設の維持管理上必要な修繕を行うものをいう。 

（補助対象要件） 

第３条 第１条の集会施設整備事業は、次の各号に掲げる要件を備えていなければな

らない。 

(１) 自治会等の自主的な事業であること。 

(２) 自治会等が直接管理するものであること。 

(３) 自治会等の公益的な組織活動を助長するものであること。 

（交付対象経費） 

第４条 補助金の交付対象経費は、総額３０万円以上の集会施設整備事業に係る経費

とする。ただし、町長が特に必要と認めるときは、この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる経費は含めないものとする。 

(１) 敷地の取得費及び造成工事費 

(２) 門、さく、へい、植樹等の附帯工事 

(３) 備品の購入費等で集会施設整備事業とは直接関係のないもの 

(４) 事務費 

（補助率及び補助金の額） 

第５条 補助率は、補助金の交付対象経費の２分の１以内で、その額に１，０００円

未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額とする。ただし、当該補助金のほ

かに、国、県等の補助金が交付される場合は、その額を控除した額を交付対象経費

とする。 

２ 補助金の額は、前項の規定にかかわらず、次に掲げる事業の区分に応じた額を上

限とする。 



 

区分 上限額 

新築 ３５０万円 

増築 ３５０万円 

減築 ３５０万円 

改築 ３５０万円 

修繕 １５０万円 

（交付の申請） 

第６条 規則第３条第１項の規定による補助金交付申請書の様式は、亘理町集会施設

整備事業補助金交付申請書（様式第１号）によるものとし、その提出期限は町長が

別に定める。 

２ 規則第３条第２項の規定により補助金交付申請書に添付しなければならない書類

は、次のとおりとする。 

(１) 事業計画書 

(２) 収支予算書 

(３) 設置（事業）場所の位置図 

(４) 敷地の権利関係を証する書類（新築の場合） 

(５) 設計図書（新築、増築、減築、改築の場合） 

(６) 仕様書、工事費用内訳書（又は見積書）の写し 

(７) 施工箇所の現況写真 

(８) その他町長が必要と認める書類 

（申請の制限） 

第７条 この要綱による補助金の交付を受けた自治会等は、次に掲げる集会施設整備

事業の区分に応じ、当該区分に係る補助金の交付を受けた年度の翌年度から起算し

て当該各号に掲げる期間が経過した後でなければ、補助金の申請をすることができ

ない。 

(１) 新築、増築、減築、改築 １０年 

(２) 修繕 ５年 

２ 前項の規定にかかわらず、災害等の特別な事情があると町長が認める場合は、こ

の限りでない。 

（交付の条件） 

第８条 規則第５条の規定により付する条件は、次のとおりとする。 

(１) 補助事業の内容の変更が次に掲げるものの１以上に該当する場合は、亘理町

集会施設整備事業計画変更承認申請書（様式第２号）により町長の承認を受ける

こと。 

ア 事業実施主体の変更 

イ 設置場所の変更 

ウ 構造等の変更 

エ 事業量及び事業費の１０パーセントを超える増減 

(２) 補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、亘理町集会施設整備事業

中止（廃止）承認申請書（様式第３号）により町長の承認を受けること。 

(３) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となっ

た場合においては、速やかに、町長に報告してその指示を受けること。 

（交付決定通知） 



 

第９条 規則第６条に規定する通知は、亘理町集会施設整備事業補助金交付決定通知

書（様式第４号）によるものとする。 

（実績報告） 

第１０条 規則第１２条第１項の規定による補助事業実績報告書の様式は、亘理町集

会施設整備事業補助金実績報告書（様式第５号）によるものとする。 

２ 規則第１２条第１項の規定により補助事業実績報告書に添付しなければならない

書類は、次のとおりとする。 

(１) 事業実績書 

(２) 収支精算書 

(３) 施工箇所の完了写真 

(４) 請負事業者等への支払が分かる書類（領収書等）の写し 

(５) 建設確認に係る検査済み証の写し（建築基準法の適用となるものに限る。） 

(６) その他町長が必要と認める書類 

（額の確定通知） 

第１１条 規則第１３条に規定する通知は、亘理町集会施設整備事業補助金額の確定

通知書（様式第６号）によるものとする。 

（処分の制限期間） 

第１２条 規則第２０条ただし書の規定による処分の制限期間は、減価償却資産の耐

用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める期間とする。 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。 


